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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　バイアス電圧が印加された状態で超音波と電気信号とを相互に変換することにより超音
波の送受信を行う複数の振動要素を備えた振動子を複数配列して成る超音波探触子におい
て、
　前記複数の振動要素の内の少なくとも2つの振動要素に印加する前記バイアス電圧を独
立に調整して、該少なくとも2つの振動要素の送受信感度のバラツキを補正する送受信感
度補正手段を備え、
　前記送受信感度補正手段は、前記少なくとも2つの振動要素の各々の送受信感度に対応
して、外部に配設されたバイアス手段から供給されるDC電圧を該DC電圧と異なる電圧のバ
イアス電圧に変換して、前記少なくとも2つの振動要素の各々に前記変換されたバイアス
電圧を印加するものであって、
　前記送受信感度補正手段は、前記少なくとも2つの振動要素の内から選択された基準振
動要素の容量と他の振動要素の容量とに基づいて、前記DC電圧から該他の振動要素に印加
するバイアス電圧に変換することを特徴とする超音波探触子。
【請求項２】
　バイアス電圧が印加された状態で超音波と電気信号とを相互に変換することにより超音
波の送受信を行う複数の振動要素を備えた振動子を複数配列して成る超音波探触子におい
て、
　前記複数の振動要素の内の少なくとも2つの振動要素に印加する前記バイアス電圧を独
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立に調整して、該少なくとも2つの振動要素の送受信感度のバラツキを補正する送受信感
度補正手段を備え、
　前記送受信感度補正手段は、前記少なくとも2つの振動要素の各々の送受信感度に対応
して、外部に配設されたバイアス手段から供給されるDC電圧を該DC電圧と異なる電圧のバ
イアス電圧に変換して、前記少なくとも2つの振動要素の各々に前記変換されたバイアス
電圧を印加するものであって、
　前記送受信感度補正手段は、少なくとも一つの抵抗素子とツェナーダイオードと定電流
源とを有して、前記定電流源を制御することにより、前記DC電圧から前記バイアス電圧に
変換することを特徴とする超音波探触子。
【請求項３】
　バイアス電圧が印加された状態で超音波と電気信号とを相互に変換することにより超音
波の送受信を行う複数の振動要素を備えた振動子を複数配列して成る超音波探触子におい
て、
　前記複数の振動要素の内の少なくとも2つの振動要素に印加する前記バイアス電圧を独
立に調整して、該少なくとも2つの振動要素の送受信感度のバラツキを補正する送受信感
度補正手段を備え、
　前記送受信感度補正手段は、前記少なくとも2つの振動要素の各々の送受信感度に対応
して、外部に配設されたバイアス手段から供給されるDC電圧を該DC電圧と異なる電圧のバ
イアス電圧に変換して、前記少なくとも2つの振動要素の各々に前記変換されたバイアス
電圧を印加するものであって、
　前記送受信感度補正手段は、少なくとも一つの抵抗素子を有して、該少なくとも一つの
抵抗素子の内の少なくとも一つの抵抗素子の抵抗値を調整することにより、前記DC電圧か
ら変換するバイアス電圧の電圧を調整することを特徴とする超音波探触子。
【請求項４】
　請求項3記載の超音波探触子において、 
　前記送受信感度補正手段は、前記調整される少なくとも一つの抵抗素子を用いて、前記
DC電圧を分圧して前記バイアス電圧に変換することを特徴とする超音波探触子。
【請求項５】
　請求項3記載の超音波探触子において、
　前記送受信感度補正手段は、前記調整される少なくとも一つの抵抗素子とトランジスタ
とを有して成るエミッタフォロア回路を用いて、前記DC電圧から前記バイアス電圧に変換
することを特徴とする超音波探触子。
【請求項６】
　請求項3記載の超音波探触子において、
　前記送受信感度補正手段は、前記調整される少なくとも一つの抵抗素子とオペアンプと
を有して成る定電圧回路を用いて、前記DC電圧から前記バイアス電圧に変換することを特
徴とする超音波探触子。
【請求項７】
　請求項3記載の超音波探触子において、
　前記送受信感度補正手段は、前記調整される少なくとも一つの抵抗素子とツェナーダイ
オードとを有して成る電圧リミット回路を用いて、前記DC電圧から前記バイアス電圧に変
換することを特徴とする超音波探触子。
【請求項８】
　請求項3記載の超音波探触子において、
　前記送受信感度補正手段は、前記調整される少なくとも一つの抵抗素子と定電流源とを
用いて、前記DC電圧から前記バイアス電圧に変換することを特徴とする超音波探触子。
【請求項９】
　請求項3記載の超音波探触子において、
　前記抵抗素子は、複数のアナログスイッチを有し、
　前記スイッチを切り替えることにより前記抵抗素子の抵抗値を制御する抵抗値制御手段
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を有することを特徴とする超音波探触子。
【請求項１０】
　請求項3記載の超音波探触子において、
　前記調整される少なくとも一つの抵抗素子は、可変抵抗素子を有して成り、
　前記送受信感度補正手段は、前記可変抵抗素子の抵抗値を制御する抵抗値制御手段を有
して、前記可変抵抗素子の抵抗値を制御することにより、前記DC電圧から変換するバイア
ス電圧の電圧を調整することを特徴とする超音波探触子。
【請求項１１】
　請求項10記載の超音波探触子において、
　前記可変抵抗素子は、温度によって抵抗値が変化するサーミスタを有し、
　前記抵抗値制御手段は、前記サーミスタの温度を制御する手段を有することを特徴とす
る超音波探触子。
【請求項１２】
　請求項10記載の超音波探触子において、
　前記抵抗素子は、前記振動要素と同じウェハ上に形成されて、事前に調整された抵抗値
を有することを特徴とする超音波探触子。
【請求項１３】
　請求項1乃至3の何れか一項記載の超音波探触子において、
　前記複数の振動要素の各々は電極を有し、
　前記複数の振動要素の内の少なくとも一つ振動要素の電極が共通に接続されて成る振動
要素群が少なくとも一つ形成され、
　前記送受信感度補正手段は、前記少なくとも一つの振動要素群に備えられて、該少なく
とも一つの振動要素群の各々の共通電極に前記バイアス電圧をそれぞれ印加することを特
徴とする超音波探触子。
【請求項１４】
　請求項1乃至3の何れか一項記載の超音波探触子において、
　前記複数の振動要素の各々は電極を有し、
　前記振動子を構成する複数の振動要素は電極が共通に接続され、
　前記送受信感度補正手段は、前記複数の振動子の内の少なくとも一つの振動子に備えら
れて、該少なくとも一つの振動子の各々の共通電極に前記バイアス電圧をそれぞれ印加す
ることを特徴とする超音波探触子。
【請求項１５】
　振動子を複数配列して成る超音波探触子と、
　前記バイアス電圧を供給するためのDC電圧を発生するバイアス手段と、
　前記複数の振動要素との間で前記電気信号の送受を行う送受信制御手段と、
　を有する超音波診断装置において、
　前記超音波探触子は、請求項1乃至14の何れか一項記載の超音波探触子であることを特
徴とする超音波診断装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、被検体との間で超音波を送受する振動子が複数配列された超音波探触子に関
する。
【背景技術】
【０００２】
　超音波探触子は、超音波診断装置から供給される電気信号を超音波に変換して被検体に
送波するとともに、被検体から発生した反射エコーを受波して受信信号に変換する振動子
が複数配列されている。この振動子として、印加するバイアス電圧に応じて超音波送受信
感度が変化する振動要素を用いたものが知られている。
【０００３】
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　これによれば、振動要素の電極に印加するバイアス電圧を制御することにより、超音波
の送受信感度を制御することができる。(例えば、特許文献1参照)
【特許文献１】特開2004-274756号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、上記の従来技術では、振動要素の製造上のバラツキや残留応力等により
、同じバイアス電圧を印加しても、複数の振動要素又は振動子の相互間で送受信感度のバ
ラツキが発生する。これによって超音波画像には画像ムラ、画質の低下、アーチファクト
現象が発生する。
【０００５】
　また、特許文献1には、振動要素又は振動子を構成する超微細加工によって作られた超
音波トランスデューサ(cMUT：Capacitive Micromachined Ultrasonic Transducers)に印
加するバイアス電圧を調整することで、残留応力等により発生する振動要素毎の送受信感
度のバラツキを補正できることが示唆されている。しかし、具体的なバイアス電圧を調整
する手段及び調整方法については記載されていない。なお、特許文献1には、超音波ドラ
イバに小型電子スイッチを複数直列接続し、それらの電子スイッチ間にそれぞれ超音波ト
ランスデューサを接続し、それらの電子スイッチ群を制御することにより、超音波トラン
スデューサを選択的に駆動する高電圧切換回路が提案されている。しかし、この切換回路
は、駆動する超音波トランスデューサを選択するための回路であって、各超音波トランス
デューサの送受信感度のバラツキを補正するものではない。
【０００６】
　そこで、本発明の課題は、超音波探触子を構成する複数の振動要素、振動要素群又は振
動子の相互間の送受信感度のバラツキを補正するための具体的な手段及び方法を提供する
ことである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記課題を解決するための本発明の超音波探触子は、バイアス電圧が印加された状態で
超音波と電気信号とを相互に変換することにより超音波の送受信を行う複数の振動要素を
備えた振動子を複数配列して成る超音波探触子において、前記複数の振動要素の内の少な
くとも2つの振動要素に印加する前記バイアス電圧を独立に調整して、該少なくとも2つの
振動要素の送受信感度のバラツキを補正する送受信感度補正手段を備え、前記送受信感度
補正手段は、前記少なくとも2つの振動要素の各々の送受信感度に対応して、外部に配設
されたバイアス手段から供給されるDC電圧を該DC電圧と異なる電圧のバイアス電圧に変換
して、前記少なくとも2つの振動要素の各々に前記変換されたバイアス電圧を印加するも
のであって、前記送受信感度補正手段は、前記少なくとも2つの振動要素の内から選択さ
れた基準振動要素の容量と他の振動要素の容量とに基づいて、前記DC電圧から該他の振動
要素に印加するバイアス電圧に変換することを特徴とする。
　また、バイアス電圧が印加された状態で超音波と電気信号とを相互に変換することによ
り超音波の送受信を行う複数の振動要素を備えた振動子を複数配列して成る超音波探触子
において、前記複数の振動要素の内の少なくとも2つの振動要素に印加する前記バイアス
電圧を独立に調整して、該少なくとも2つの振動要素の送受信感度のバラツキを補正する
送受信感度補正手段を備え、前記送受信感度補正手段は、前記少なくとも2つの振動要素
の各々の送受信感度に対応して、外部に配設されたバイアス手段から供給されるDC電圧を
該DC電圧と異なる電圧のバイアス電圧に変換して、前記少なくとも2つの振動要素の各々
に前記変換されたバイアス電圧を印加するものであって、前記送受信感度補正手段は、少
なくとも一つの抵抗素子とツェナーダイオードと定電流源とを有して、前記定電流源を制
御することにより、前記DC電圧から前記バイアス電圧に変換することを特徴とする。
　また、バイアス電圧が印加された状態で超音波と電気信号とを相互に変換することによ
り超音波の送受信を行う複数の振動要素を備えた振動子を複数配列して成る超音波探触子
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において、前記複数の振動要素の内の少なくとも2つの振動要素に印加する前記バイアス
電圧を独立に調整して、該少なくとも2つの振動要素の送受信感度のバラツキを補正する
送受信感度補正手段を備え、前記送受信感度補正手段は、前記少なくとも2つの振動要素
の各々の送受信感度に対応して、外部に配設されたバイアス手段から供給されるDC電圧を
該DC電圧と異なる電圧のバイアス電圧に変換して、前記少なくとも2つの振動要素の各々
に前記変換されたバイアス電圧を印加するものであって、前記送受信感度補正手段は、少
なくとも一つの抵抗素子を有して、該少なくとも一つの抵抗素子の内の少なくとも一つの
抵抗素子の抵抗値を調整することにより、前記DC電圧から変換するバイアス電圧の電圧を
調整することを特徴とする。
【００１０】
　なお、上記説明において振動要素を振動要素群又は振動子又は振動子群とおきかえても
同様のことがいえる。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、超音波探触子を構成する複数の振動要素、振動要素群又は振動子の相
互間の送受信感度のバラツキを容易且つ高精度に補正することが可能になる。その結果、
高画質の超音波画像を取得することが可能になる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１２】
　以下、本発明を適用した超音波探触子の実施例について図面を参照して説明する。
【第１の実施例】
【００１３】
　図1は、本発明の第1の実施例を適用した超音波探触子と、超音波診断装置を示す図であ
る。
　図1に示すように、超音波探触子は、印加するバイアス電圧に応じて超音波送受信感度
が変化する振動要素1と、振動要素1を挟んで設けられた上部電極1-a及び下部電極1-bを有
して形成されている。
　ここで、本実施例の超音波探触子は、振動要素1の送受信感度のバラツキを補正する送
受信感度制御回路7が振動要素1とバイアス手段2との間に配設されている。なお、振動要
素1は一般的にセルと称されており、振動要素1の数は、1つに限らず必要に応じて増やす
ことができる。
【００１４】
　このように構成される超音波探触子は、超音波診断装置に設けられた電気信号を供給す
る送信手段4と、超音波探触子から出力された受信信号を処理する受信手段5と、超音波探
触子にバイアス電圧を印加するためのバイアス電源(DC電源)を有するバイアス手段2に接
続される。なお、送信手段4及び受信手段5は、送受分離手段6を介して超音波探触子との
間で信号を送受する。例えば、送受分離手段6と振動要素1との間に信号線と信号のリター
ン線がAC結合されている。
【００１５】
　ここで、本実施例の振動要素1は、印加するバイアス電圧に応じて電気機械結合係数が
変化する超音波トランスデューサである。例えば図1は、cMUTを振動要素1として適用した
例である。
【００１６】
　cMUTは、半導体基板上に太鼓状に振動膜を形成し、半導体基板と振動膜とを上部電極1-
aと下部電極1-bとで挟んだいわばコンデンサ構造を有する。このようなcMUTに対してバイ
アス手段2からバイアス電圧が印加されると、上部電極1-aと下部電極1-b間に電界が発生
して振動膜が緊張状態となる。
　このような状態において、送信手段4から送信される電気信号が上部電極1-aと下部電極
1-b間に印加されると振動膜が振動し、その振動膜の振動に由来して超音波が被検体に送
波される。また、被検体から発生した反射エコーがcMUTに入力すると、振動膜が振動して
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内部空間が変化するため、cMUTの容量変化を電気信号として取り出すことができる。
【００１７】
　また、cMUTに印加するバイアス電圧に応じて振動膜の緊張度が変わるため、バイアス電
圧を制御することにより、cMUTから被検体に送波される超音波の強度に重みを付けて、超
音波の強弱を制御することができる。同様にバイアス電圧を制御することにより、cMUTが
被検体からの反射超音波を受信する受信感度を制御することができる。定性的には、バイ
アス電圧と送波強度又は受信感度とは、略比例関係にある。つまり、バイアス電圧を高く
すると送波強度又は受信感度は増大し、バイアス電圧を低くすると送波強度又は受信感度
は減少する。
　なお、cMUTを例に説明したが、本発明は、これらに限られるものではなく、バイアス電
圧に応じて電気機械結合係数が変化する特性を有する電歪材などを用いて形成される素子
にも適用できる。
【００１８】
　振動要素1は、上部電極1-aが頂部に形成されるとともに、下部電極1-bが底部に形成さ
れている。上部電極1-aは、バイアス手段2の正極側に端子2-aを介して接続されている。
下部電極1-bはバイアス手段2の負極側に端子2-bを介して接続されている。このような振
動要素1とバイアス手段2との間であって、バイアス手段2から供給されるDC電圧に基づい
て振動要素1にバイアス電圧を印加するための導線上に、送受信感度補正手段としての送
受信感度制御回路7が配設されている。好ましくは、送受信感度制御回路7は、この導線上
において、送信手段4又は受信手段5並びに送受分離手段6が振動要素1に接続する接続位置
よりもバイアス手段2側に位置させて設けられる。
【００１９】
　振動要素1の等価回路は、図1に示すように、コンデンサCcellと抵抗Rcellを並列に接続
したモデルで表される。コンデンサCcellの容量Ccapは、誘電率ε、電極面積S、電極間隔
dとすると、次式(1)で表される。
　Ｃcap＝ε・Ｓ／ｄ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   (1)
【００２０】
　コンデンサCcellに蓄積される電荷Qは、振動要素1の容量Ccapとバイアス手段2から供給
される電圧VdcによってQ＝Ccap・Vdcという関係が成立するので、式(1)を用いると次式(2
)を得る。
　Ｑ＝Ｃcap・Ｖdc＝ε・(Ｓ／ｄ)・Ｖdc　　　　　　　　　　  (2)
【００２１】
　ここで、式(2)を基準振動要素の特性とすると、cMUTセルの製造段階において、スパッ
タリングなどの工程で生じる残留応力等の影響により、電極間隔あるいは電極面積等が基
準振動要素と若干異なった振動要素が出来上がる場合がある。この場合の容量成分をC’c
apとすると、電極間隔あるいは電極面積などが基準振動要素と若干異なった振動要素が有
する電荷Q’は次式(3)となる。
　Ｑ’＝Ｃ’cap・Ｖdc　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   (3)
【００２２】
　つまり、振動要素毎にその容量が若干異なるので、蓄積される電荷も若干異なることに
なる。そこで、送受信感度のバラツキの影響を無くすためには、電荷Q’を制御して基準
となる電荷Qヘ近づける必要がある。そこで、ある係数ｋを用いてQとQ’の関係を表わす
と以下の式(4)となる。ここで、kは振動要素間の補正係数である。
　Ｑ＝ｋ・Ｑ’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    (4)
【００２３】
　次に、式(3)(4)を用いて、式(2)を変形すると式(5)を得る。
　Ｑ＝Ｃcap・Ｖdc
　　＝ｋ・Ｑ’＝ｋ・(Ｃ’cap・Ｖdc)＝Ｃ’cap・(ｋ・Ｖdc)　  　(5)
式(5)より、基準振動要素と容量が異なった振動要素であっても、この振動要素に印加す
るバイアス電圧をk・Vdcなるように制御することで振動要素間の送受信感度バラツキを抑
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えることが可能となることが理解される。そして式(5)より、kは一般的に
　ｋ＝Ｃcap／Ｃ’cap                                            (6)
となり、基準振動要素の容量と他の振動要素の容量との比で定まることになる。
【００２４】
　図1に、本発明の送受信感度制御回路7の第1の実施例を示す。本実施例は、振動要素と
バイアス手段との間に抵抗素子を配置して振動要素に印加するバイアス電圧を調整するこ
とにより、振動要素の送受信感度のバラツキを補正する。
　具体的には、図1に示すように、振動要素1とバイアス手段2との正電極間に直列に抵抗
値がRsである抵抗9が配置される。この場合、バイアス電圧をVdc、振動要素1の電極間電
圧をV、振動要素1の抵抗値をRcellとすると、Vは以下の式(7)で表わされる。
　Ｖ＝Ｒcell・Ｖdc／(Ｒs＋Ｒcell)　　　　　　　　　        　 (7)
つまり、直列抵抗Rsと振動要素の抵抗Rcellとの分圧により、Vdcよりも低下した電圧Vが
振動要素に印加される(つまり直列抵抗Rsの電圧降下によって振動要素に印加するバイア
ス電圧を制御する)。したがって、抵抗Rsの抵抗値を調整することによって、振動要素1に
印加するバイアス電圧Vを制御することが可能となる。これにより、各振動要素に蓄積さ
れる電荷のバラツキが補正されて、基準振動要素に蓄積される電荷と同じになり、複数の
振動要素の相互間の送受信感度のバラツキを抑えることができる。その結果、高画質の超
音波画像を取得することが可能になる。抵抗Rsの抵抗値の調整については後述する。
【００２５】
 なお、式(5)(7)より、kは次式(8)となる。
　ｋ＝Ｒcell／(Ｒs＋Ｒcell)　　　　　　　　　　　　　         (8)
つまり、本実施例のように抵抗Rsを直列に挿入することによるバイアス電圧の補正の場合
には、k≦1となるので、式(6)より、Ccap≦C’capとなる。そこで、本実施例では、容量C
cellが最小の振動要素を基準振動要素として選択する。即ち、容量が最小の振動要素に他
の振動要素を適応させることになる。
【００２６】
　以上は、図1の振動要素1について述べたものであるが、図2に示した複数の振動要素1で
電極を共通にして構成される振動要素群3や、図3に示したように振動要素群3を複数個集
めて構成される振動子8にも適用することが可能である。つまり、振動要素群3は振動要素
1を複数個集めたものであり、振動子8は振動要素群3を複数個集めたものであるので、全
体として1つの大きな振動要素と見なすことができる。振動要素群3の電極又は振動子8の
電極とバイアス手段2との間に送受信感度制御回路7を設け、これらに印加するバイアス電
圧を制御することで振動要素群3又は振動子8の送受信感度も制御することが可能となる。
【００２７】
　さらに振動子は、振動要素群3の接続パターンを変えることで、1D(DはDimensionの略で
次元を意味する。)や1.5Dや2Dアレイ探触子用振動子に対応できるようになっている。こ
こで、1Dアレイは、超音波振動子を1次元的な線(直線、曲線)上に配列した構造のことを
いう。また、1.5Dは、超音波振動子を1次元配列方向(長軸方向)に直交する方向(短軸方向
)からなる2次元的な面(平面、曲面)上に配列した構造で、かつ、長軸方向(1次元配列方向
)に超音波走査及びフォーカス制御、短軸方向(長軸方向に直交する方向)にフォーカス制
御を行うことをいう。
　また、2Dは、超音波振動子を2次元的な面(平面、曲面)上に配列した構造で、かつ、任
意方向に超音波走査及びフォーカス制御を行うことをいう。つまり、振動子上の振動要素
群3をすべて接続することで1Dアレイ振動子となり、振動要素群3を独立に扱うことで1.5D
アレイ振動子となり、より細かい振動要素群に分割することによって2Dアレイ探触子用振
動子とすることも可能である。どのような振動子にするかは、振動子製作段階において、
振動子を構成する振動要素群の接続パターンを変えることで決定される。なお、振動子を
構成する振動要素群の接続にはアルミ配線などを用いる。
【００２８】
　図4には、他の配置例として複数の振動子の各々にそれぞれ送受信感度制御回路7を接続
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した場合を示し、図5には、複数の振動子で構成される振動子群24に対して1つの送受信感
度制御回路7を接続した場合を示す。上記と同様に、振動子群24に印加するバイアス電圧
を制御することで振動子群24の送受信感度を制御することも可能である。
【００２９】
　或いは、振動要素毎、振動要素群毎、又は振動子毎に送受信感度をそれぞれ個別に制御
して、送受信感度のバラツキを制御することも可能である。その例を図6に示す。図6は、
振動要素毎の送受信感度をそれぞれ個別に制御して送受信感度のバラツキを補正する場合
を示しており、送信手段4、受信手段5並びに送受分離手段6の記載は省略してある。この
構成では、振動要素毎にそれに対応した抵抗Rsx(xは振動要素毎のインデックス)を付加す
ることで、振動要素毎の送受信感度を制御している。勿論、振動要素毎の代わりに、振動
要素群毎や振動子毎にそれぞれの素子に対応した抵抗Rsxを付加して、振動要素群毎や振
動子毎の送受信感度のバラツキを補正する構成も同様である。なお、抵抗Rsxの抵抗値の
調整については後述する。
【００３０】
　ここで、振動子毎の送受信感度のバラツキについて説明する。振動子は、短冊状にした
半導体ウェハ上に複数の振動要素群を製造して配置したものを接続することによって形成
される。そのため、ウェハ上に形成された振動子8は、形成された場所によっても送受信
感度のバラツキが発生する。つまり、振動子8毎にもバラツキが生じる。そこで、ウェハ
上に振動子8を形成後、もしくは完成した振動子8を探触子に組立実装する工程で、振動子
8を形成している振動要素群3のバイアス電圧に対する容量の特性を計測する。計測結果の
一例を図7Aと図7Bに示す。図7Aは、振動要素群d～gのバイアス電圧に対する容量の変化を
示すグラフであり、図7Bは振動要素群毎の容量が最大となるバイアス電圧を示したグラフ
である。この計測結果より、容量が最大となるバイアス電圧が最小の振動要素群を選択す
る。この場合は最小のバイアス電圧Vgを有する振動要素群gが選択される。
【００３１】
　次に、この最小のバイアス電圧Vgより若干低めに設定された電圧値(以下、使用許容電
圧値)を、探触子内にこの振動子と共に配置されるメモリに記録する。他の振動子に関し
ても同様な計測を行い、使用許容電圧値をそれぞれの探触子内に配置するメモリに記録す
る。こうすると、探触子毎に振動子固有の使用許容電圧値が分かる。また、この電圧値を
把握することで、同一ウェハ上で作られた各振動子の許容使用電圧の分布も把握できる。
　その一例を図7Cに示す。図7Cは、ウェハ内振動子毎の使用許容電圧値の分布を示すグラ
フである。この使用許容電圧値の分布特性を用いて、振動子間の感度ばらつきを制御する
。具体的には、最も低い許容使用電圧値を有する振動子を選択し、この選択された振動子
の許容使用電圧値に他の全ての振動子の許容使用電圧値が等しくなるように制御する。つ
まり、各振動子の送受信感度のバラツキを補正するために振動子毎に制御されるバイアス
電圧の上限値を、最も低い許容使用電圧値を有する振動子の許容使用電圧値とする。図7C
に示す場合では、振動子Gの許容使用電圧値が最小なので、振動子Gを選択してこの許容使
用電圧値をバイアス電圧の上限とする。これにより、安全に同一ウェハ間での振動子の送
受信感度のバラツキを抑えることができる。この制御は、上記の送受信感度制御回路を使
用許容電圧の調整を行いたい振動子に取り付け、振動子に印加されるバイアス電圧を制御
すれば可能である。制御回路内の抵抗値の調整については後述する。
【００３２】
　なお、上記説明では、振動子毎の送受信感度の補正について示したが、各振動子の送受
信感度が標準探触子の送受信感度になるように補正することも可能である。ここで、標準
探触子とは次の様なものである。同一ウェハ上では、探触子に装着される状態の振動子群
(以下、探触子用振動子群という)が複数形成される。この、探触子用振動子群毎に、送受
信感度のバラツキ(分散)を計測してそれら分散の平均値を求める。この分散の平均値に一
番近い送受信感度のバラツキを有する探触子用振動子を標準探触子とする。
　以下、振動要素、振動要素群、振動子、及び振動子群を、振動子と代表して表記するが
、振動要素、振動要素群、および振動子群に置き換えても同様のことが言えることを明記
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しておく。
【第２の実施例】
【００３３】
　図8に、本発明の送受信感度制御回路7の第2の実施例を示す。図のように、本実施例は
、送受信感度制御回路7をトランジスタ10と可変抵抗R1(11)、R2(12)で構成されるエミッ
タフォロワによる定電圧回路とし、バイアス手段2と振動子8の間に配置したものである。
この回路では可変抵抗R1(11)、R2(12)の抵抗値の比率を調整することによって振動子8に
印加するバイアス電圧Vを制御でき、複数の振動子の相互間の送受信感度のバラツキを抑
えることができる。これらの可変抵抗R1(11)、R2(12)の抵抗値の調整については後述する
。
　なお、本実施例でも、振動子8に印加するバイアス電圧Vは、バイアス手段2のバイアス
電圧よりも低下するので、容量が最小の振動子を基準振動子として選択する。この容量が
最小の振動子を基準振動子として選択することは、後述する他の実施例でも同様である。
【第３の実施例】
【００３４】
　図9に、本発明の送受信感度制御回路7の第3の実施例を示す。図のように、本実施例は
、送受信感度制御回路7をオペアンプ13と可変抵抗R3(14)，R4(15)で構成される定電圧回
路とし、バイアス手段2と振動子8間に配置したものである。この実施例においても、第1
の実施例及び第2の実施例と同様に可変抵抗R3(14)，R4(15)の抵抗値を調整することによ
って振動子8に印加するバイアス電圧Vを制御することができ、複数の振動子の相互間の送
受信感度のバラツキを抑えることができる。これらの可変抵抗R3(14)，R4(15)の抵抗値の
調整については後述する。
【第４の実施例】
【００３５】
　図10に、本発明の送受信感度制御回路7の第4の実施例を示す。図のように、本実施例は
、送受信感度制御回路7を可変抵抗R5(16)とツェナーダイオード17で構成される電圧リミ
ット回路とし、バイアス手段2と振動子8間に配置したものである。この電圧リミット回路
はツェナーダイオードの特徴であるツェナー電圧を利用し、振動子8に印加するバイアス
電圧を制御する。つまり、可変抵抗R5(16)の抵抗値を調整することによってツェナーダイ
オード17に流れる電流量を調整し、ツェナー電圧Vzを制御し、複数の振動子の相互間の送
受信感度バラツキを抑えることができる。この可変抵抗R5(16)の抵抗値の調整については
後述する。
　本実施例4の変形として、図11に示すように、送受信感度制御回路7を抵抗18とツェナー
ダイオード17と定電流源19で構成してもよい。この場合には、ツェナーダイオード17に流
れる電流は、バイアス手段2のバイアス電源から流れる電流と、電流量を調整可能な定電
流源19から流れる電流との加算分になるので、定電流源19から流れる電流量を調整するこ
とで、ツェナー電圧Vzを制御することができる。この定電流源19の電流値の調整について
は後述する。
【第５の実施例】
【００３６】
　図12に、本発明の送受信感度制御回路7の第5の実施例を示す。図のように、本実施例は
、送受信感度制御回路7を抵抗18と定電流源19と可変抵抗R6(20)で構成し、バイアス手段2
と振動子8間に配置したものである。この回路では、実施例4の変形の回路と同様に、定電
流源19から流れる電流量を調整することで、可変抵抗R6(20)に流す電流を調整し、又は、
可変抵抗20の抵抗値を調整することによって振動子8に印加するバイアス電圧Vを制御でき
、複数の振動子の相互間の送受信感度バラツキを抑えることができる。この可変抵抗R6(2
0)の抵抗値の調整については後述する。
【００３７】
　次に、第1～5の実施例で使用する可変抵抗の抵抗値の調整手段及び方法について以下に
述べる。なお、第4実施例における定電流源19の電流値の調整についても同様である。本
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調整手段は、バイアス電圧を調整する可変手段としての可変抵抗と、振動要素の送受信感
度特性が記憶されたメモリを有して構成され、メモリから読み出される情報により可変手
段を調整して、送受信感度のバラツキを補正する値にする。なお、本調整手段は、可変手
段として可変抵抗に限らず、他のバイアス電圧を調整できる手段であれば同様に適用する
ことが可能である。
【００３８】
　製造時に振動子に所定のバイアス電圧を印加し、所定周波数時のリアクタンスをインピ
ーダンスメータ21で計測する。このリアクタンス成分は振動要素もしくは振動子の電極間
容量と寄生容量の並列に等価となる。このときの容量は式(9)となる。
　Ｃ＝｜１／ωＸ｜　　　　ω:角周波数　　　　　　　　　　　　　(9)
　式(9)より、振動子のリアクタンス成分の実測結果より、振動子の容量が得られる。式(
6)により、得られた容量と、基準となる振動子の容量とを比較し、補正係数kが定まる。
この補正係数kに基づき、振動子に印加するバイアス電圧と、そのバイアス電圧を得るた
めの抵抗値を決定する。図13に示すように、予め振動子と同一ウェハ上に作られていた抵
抗パターンを、特開2004-273679号公報などに示されているレーザ発生装置22などを用い
たトリミング処理をすることで所望の抵抗値を得る。
【００３９】
　また、例えば温度係数サーミスタのような可変抵抗素子をウェハ上に作製し、サーミス
タ自身の抵抗値を、その温度やそれに流す電流を制御することでも抵抗値の調整は可能で
ある。これは、温度変化によって抵抗値が変化するサーミスタの特性を利用したものであ
り、半導体ウェハに正(または負)温度係数サーミスタとヒータを作成することで実現可能
となる。ヒータの一例としては、ペルチェ素子と定電流回路を用いたものが挙げられる。
ペルチェ素子は、電流の向きにより素子の加温、冷却が制御でき、電流量によりその程度
を制御することができる素子である。定電流回路とペルチェ素子を組み合わせることで所
望の温度のヒータを得ることができ、サーミスタの抵抗値の調整が可能となる。なお、本
実施例は可変抵抗としてサーミスタの例を示したが、FETなどのゲート・ソース間電圧Vgs
をDACなどで制御することにより、スイッチオン抵抗の値を調整したり、ダイオードに流
れる電流を制御することで抵抗値を調整しても良い。
【００４０】
　次に、図14に本発明の送受信感度制御回路7の第1の制御例を示す。送受信感度制御回路
7は、制御手段25と、メモリ23と、デジタルアナログコンバータ(以下、DAC)26と、サーミ
スタなどで構成される可変抵抗27と、を有して成る。メモリ23は、制御データを記憶し、
データバス(以下、Bus)を介して制御手段25と接続されている。また、メモリ23のデータ
出力はDAC26へ入力される。DAC26は、メモリ23からのデジタルデータをアナログ信号に変
換して出力し、サーミスタなどで構成される可変抵抗27に接続される。その他の構造は、
図3で示した構造と同様なので説明を省略する。
【００４１】
　ここで、第1の制御例の具体的動作を図16に示すフローチャートに基づいて説明する。
この動作例は、振動子製造工程、探触子組立て工程、及び運用工程とから成る。以下の各
ステップに対応するプログラムが予め記憶されており、ステップ毎に対応するプログラム
が読み出されて実行されることにより、自動又は半自動でそのステップが実施される。
　最初に、振動子製造工程601～605を説明する。振動子製造工程では、振動要素毎の送受
信感度のバラツキ調整を補正する。
【００４２】
　ステップ601で、ウェハ生成工程で、振動要素の所定周波数時でのリアクタンスを計測
し、この計測結果より各振動要素の容量を取得する。
　ステップ602で、振動要素毎の送受信感度のバラツキを補正するための基準振動要素を
選択する。基準振動要素として、例えば、容量が最小の振動要素を選択する。
　ステップ603で、振動要素毎の送受信感度のバラツキを補正するための補正係数ｋを求
める。つまり、選択された基準振動要素の容量と他の振動要素の容量との比から振動要素
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毎の補正係数kを求める。
　ステップ604で、振動要素毎に、補正係数kに基づいて、送受信感度のバラツキを補正す
るための抵抗素子の抵抗値(Rs)を求める。抵抗値(Rs)は補正係数kと振動要素の抵抗値(Rc
ell)とから、式(8)より、
　Ｒｓ＝{(１－ｋ）／ｋ}Ｒｃｅｌｌ                            (10) 
と求めることができる。
　 ステップ605で、振動要素毎に、ステップ604で求めた抵抗値(Rs)を有する抵抗素子を
同一ウェハ上に実装する。実装方法は、前述した通り、例えば特開2004-273679号公報な
どに示されているレーザ発生装置２２などを用いたトリミング処理をすることで所望の抵
抗値を得る。
　ステップ606で、ウェハから探触子用振動子群を切削抽出する。
【００４３】
　次に、探触子組立て工程607～612を説明する。探触子組立て工程では、振動子毎の送受
信感度のバラツキ調整を補正する。
　ステップ607で、ステップ606で切削抽出された探触子用振動子群を探触子に組み込む。
　ステップ608で、振動子の所定周波数時でのリアクタンスを計測し、この計測結果より
各振動子の容量を取得する。
　ステップ609で、振動子毎の送受信感度のバラツキを補正するための基準振動子を選択
する。基準振動子として、例えば、容量が最小の振動子を選択する。
　ステップ610で、振動子毎の送受信感度のバラツキを補正するための補正係数kを求める
。つまり、選択された基準振動子の容量と他の振動子の容量との比から振動要素毎の補正
係数ｋを求める。
【００４４】
　ステップ611で、振動子毎の補正係数ｋに基づいて、振動子毎に印加するバイアス電圧
の制御データを算出してBusを介してメモリに記憶する。また、振動子毎の制御データ及
びその作成日時がメモリ23内のログファイルに記録される。つまり、補正係数kから、送
受信感度制御回路7の可変抵抗27(例えば、サーミスタ)などの制御デバイスに対して、抵
抗値などの制御因子を制御するための電流値、電圧値若しくは、熱量(熱源としてペルチ
ェ素子を使用する場合は、制御因子である電流値)などの制御データを算出する。そして
、Busを介して制御データをメモリ23に記憶させる。この制御データは、製品出荷後の送
受信感度のバラツキ補正にも使用する。
【００４５】
　ステップ612で、制御データに基づいて、振動子毎に調整されたバイアス電圧を印加し
て超音波を送受信する。制御手段25は、超音波を送受信する際に、メモリ23に記憶してお
いた制御データを読み出し、DAC26へ出力する。DAC26は、入力された制御データの値に応
じて電流値などを制御することにより、可変抵抗27の抵抗値を制御する。具体的には、可
変抵抗27が負温度係数サーミスタとペルチェ素子で構成される場合には、DAC26に制御さ
れた電流をペルチェ素子に流すことにより、負温度係数サーミスタの直接的な温度制御を
介して抵抗値を間接的に制御することができる。
　ここで、振動子8の両端に印加される電圧は、バイアス手段2が供給する電圧値に対して
、可変抵抗27の抵抗値Rsと振動子8の抵抗値Rとによる分圧値となる。つまり、電界強度に
よる電気機械結合係数を調節することによって超音波の送受信感度バラツキを補正して、
各振動子が同じ送受信感度を有するように制御する。なお、送受信感度補正を行っている
ときは超音波診断装置の画面上に、感度補正中を示す表示を映しておいても良い。
 　最後に、運用工程613～618を説明する。運用工程では、振動子の送受信感度の経時変
化に基づく、振動子毎の送受信感度のバラツキ調整のずれを補正する。
【００４６】
　ステップ613で、振動子毎の送受信感度を測定する。製品出荷後には、超音波探触子に
組み込まれた振動子の容量を直接計測することは技術的に困難なので、間接的に振動子の
送受信感度を計測する。一例として、超音波探触子を所定のファントムに当接させた状態
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で、制御手段25は、振動子毎に入力したバイアス電圧に対する応答信号の電圧を検出する
ことにより、振動子毎の送受信感度を測定することが可能である。
　ステップ614で、振動子毎の送受信感度のバラツキの補正が必要か否かを判断する。例
えば、各振動子の送受信感度が閾値の範囲(例えば、ステップ613で求めた各振動子の送受
信感度の平均値の±1dB)内であるか否かを判定し、範囲外であればバラツキ補正が必要と
判断してステップ615に移行する。他方、閾値の範囲内であれば必要無しと判断して、ス
テップ618に移行する。
　ステップ615で、振動子毎の送受信感度のバラツキ補正のずれを補正するための基準振
動子を選択する。基準振動子として、例えば、送受信感度が最小の振動子を選択する。
　ステップ616で、振動子毎の送受信感度のバラツキ補正のずれを補正するための補正係
数kを求める。つまり、選択された基準振動子の送受信感度と他の振動子の送受信感度と
の比から振動要素毎の補正係数kを求める。
【００４７】
　ステップ617で、振動子毎の補正係数ｋに基づいて、振動子毎に印加するバイアス電圧
の制御データを更新してBusを介してメモリ23に記憶する。具体的には、感度が低下した
振動子に対しては、この振動子に印加されるバイアス電圧が増大されるように制御データ
が変更される。一方、感度が上昇した振動子に対しては、この振動子に印加されるバイア
ス電圧が減少されるように制御データが更新される。制御手段25は、予めメモリ23に記憶
していた制御データを上記の様に適宜更新することにより、常に精度の良い送受信感度の
バラツキ補正を行うことができる。制御データの更新後に、ステップ613に戻って再び振
動子毎の送受信感度を測定する。
【００４８】
　制御データの更新の際には、ログファイルに振動子毎の制御データ及び更新日時が記録
され、そのデータがメモリ23に記録される。振動子の送受信感度の経時変化により、制御
デバイスを制御するための制御データを適宜更新する。更新の頻度や周期は、更新の際に
作成されたログファイルを基に制御手段25内で計算する。この計算結果は、超音波診断装
置操作卓上に配置したボタンを押下することで、装置画面上に表示することが可能である
。
【００４９】
　或いは、制御データの更新の際、基準振動子の送受信感度に対する他の振動子の送受信
感度の相対値を、画面上にそれぞれ表示して、画面上で制御データの更新を行っても良い
。その一例を図17に示す。図17は、各振動子の送受信感度のバラツキの経時変化のデータ
リスト701と、2つの制御ボタン702，703を画面上に表示している例を示す。データリスト
701は、各振動子の、ID番号と、基準振動子に対する送受信感度の相対値の経時変化と、
制御データの較正量(%)と、を示している。送受信感度の相対値の経時変化は、製造時又
は組立て時の初期値と、その後に計測された送受信感度の相対値を時系列に表示したもの
である。この状態で計測ボタン702を押下すると、上記ステップ613～616が実行されて、
振動子毎の送受信感度の相対値が計測されると共に、その相対値を1にするための制御デ
ータの較正量(%)が計算されて表示される。全ての振動子の送受信感度の相対値の計測及
び制御データの較正量の計算が終了した後に、適用ボタン703を押下すると、計算された
較正量が制御データに反映される。また、計測された送受信感度の相対値は計測日時デー
タとともに記憶手段に記憶されて、次回の制御データの更新時に画面上に表示される。
【００５０】
　ステップ618で、更新された制御データに基づいて、振動子毎に調整されたバイアス電
圧を印加して超音波を送受信する。
　ステップ619で、振動子の送受信感度の経時変化に基づく、振動子毎の送受信感度のバ
ラツキ調整のずれの補正を、一定期間毎に、又は不定期に繰り返すのであれば、ステップ
613に戻って、ステップ613～ステップ618を繰り返す。
【００５１】
 　以上の様にして、更新された制御データを用いて送受信感度を制御して超音波を送受
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信することにより、常に精度の良い送受信感度のバラツキ補正が行われた状態で、高画質
の超音波画像を取得することが可能になる。なお、上記探触子製造工程及び運用工程の説
明では、基準振動子を選択し、各振動子の送受信感度のバラツキを補正する例を示したが
、基準を標準探触子の送受信感度とすることにより、探触子間の送受信感度のバラツキを
補正することも可能である。
　以上迄が、第1の制御例の具体的動作フローの説明である。
【００５２】
　本例では、負温度係数サーミスタを用いた例で示したが、正温度係数サーミスタを用い
ても良い。また、本例では、温度係数サーミスタと、ペルチェ素子を用いた抵抗値制御の
例を示したが、自己電流制御サーミスタに直接電流を流すことでも良い。なお、ステップ
613～617の経時的変化の補正を行わない場合は、ウェハ生成工程、又は、チップ化後の探
触子組立て工程時の制御データしか必要ないので、メモリ23は、ROMなどの不揮発性記憶
素子からの読み出しに機能限定することができ、回路規模を低減することができる。
　以上、本第1の制御例によれば、振動子毎の送受信感度のバラツキの補正を連続的に且
つ常に最良となるように行うことができる。また、サーミスタやペルチェ素子により制御
デバイスが構成されるので、半導体プロセスのドープ物質(混ぜる不純物、例としてボロ
ン(ドープ)、SiC(薄膜)、Ge(薄膜)、Ni(金属))の種類や量、または、薄膜により温度特性
の調整をおこなうことが容易になる。
【００５３】
　次に、図15に本発明の送受信感度制御回路7の第2の制御例を示す。第1の制御例と異な
るのは、DAC26の代わりにデータラッチ回路28を用いることと、可変抵抗の方式として、
サーミスタの代わりに、MOSスイッチやメカニカルリレーなどにより構成される複数のア
ナログスイッチを切り替えることにより抵抗値を制御するアナログスイッチ切替方式可変
抵抗を用いることである。これらの可変抵抗は、例えばMEMS技術によるマイクロリレーや
、ラダー抵抗などにより実現することが可能である。これら以外は、第1の制御例と同様
なので、振動子8とバイアス手段2の図示は省略する。
【００５４】
　ここで、第2の制御例の具体的動作に関して説明する。ただし、第2の制御例の動作フロ
ーは、前述の第1の制御例と同様であるが、ステップ611の制御データの内容及びステップ
612の内容が異なるので、以下異なる部分についてのみ説明する。
　ステップ611で、制御手段25がメモリ23へ制御データを記憶する動作は、第1の制御例と
同様であるが、メモリ23に記憶する制御データは、アナログスイッチ切替方式可変抵抗の
スイッチ切替用制御データである。
　ステップ612で、制御手段25は、超音波を送受信する際に、メモリ23に記憶しておいた
制御データを読み出し、データラッチ回路28へ出力する。データラッチ回路28は、ラッチ
クロックのタイミング時に入力された複数の制御データの値を保持し、この複数の制御デ
ータの値に応じてアナログスイッチの開閉を変化させることにより、可変抵抗の抵抗値を
制御する。
　なお、第2の制御例においても第1の制御方法と同様に、組立て工程後に各振動子8の送
受信信号強度を計測すれば、各素子の経時的変化に応じたバラツキ補正を行うことができ
る。
　この第2の制御例により、周囲温度など外的要因を受けることなく振動子毎の送受信感
度のバラツキを補正することが可能になる。
　なお、上記第1及び第2の制御例は、いずれもオンライン・オフラインのいずれかで行う
ことが可能である。
【００５５】
　製品出荷後における送受信感度のバラツキ補正の他の一例として、リモートで探触子の
送受信感度のバラツキ状況の確認および送受信感度のバラツキの補正処理を行うことも可
能である。そのためには、超音波診断装置は、装置外に配設されている外部制御手段(例
えば、リモートセンター内のホストコンピュータ)とネットワークを介して通信できる通
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しているホストコンピュータに接続し、探触子の経時変化による送受信感度状況の確認や
その探触子固有の制御データの更新や送受信感度のバラツキの補正処理などを行うもので
ある。
　最後に上記本発明の説明では、振動要素毎、振動要素群毎、又は振動子毎の送受信感度
のバラツキ補正について示したが、振動要素毎、振動要素群毎、又は振動子毎の送受信感
度が標準探触子の感度になるように補正することも可能である。
【図面の簡単な説明】
【００５６】
【図１】本発明を適用した超音波探触子と超音波診断装置と送受信感度制御回路の第1の
実施例を示す図である。
【図２】図1の振動要素を振動要素群として示した図である。
【図３】図1の振動要素を振動子として示した図である。
【図４】複数の振動子にそれぞれ送受信感度制御回路7を接続した場合を示した図である
。
【図５】図1の振動要素を振動子群として示した図である。
【図６】複数の振動要素にそれぞれ制御用抵抗Rxを接続した場合を示した図である。
【図７Ａ】振動要素群の電圧－容量計測結果を示した図である。
【図７Ｂ】各振動要素群の最大印加電圧値を示した図である。
【図７Ｃ】各振動子の許容使用電圧値を示した図である。
【図８】送受信感度制御回路の第2の実施例を示す図である。
【図９】送受信感度制御回路の第3の実施例を示す図である。
【図１０】送受信感度制御回路の第4の実施例を示す図である。
【図１１】送受信感度制御回路の第4の実施例の変形を示す図である。
【図１２】送受信感度制御回路の第5の実施例を示す図である。
【図１３】振動要素と同一ウェハ上に作られていた抵抗にレーザ発生装置によるトリミン
グ処理を行っている図である。
【図１４】本発明の送受信感度制御回路の第1の制御例を示す図である。
【図１５】本発明の送受信感度制御回路の第2の制御例を示す図である。
【図１６】図14示す送受信感度制御回路の第1の制御例の具体的動作示すフローチャート
図である。
【図１７】基準振動子の送受信感度に対する他の振動子の送受信感度の相対値のリストを
示す図である。
【符号の説明】
【００５７】
　１　振動要素
　１－ａ　上部電極
　１－ｂ　下部電極
　２　バイアス手段
　４　送信手段
　５　受信手段
　６　送受分離手段
　７　送受信感度制御回路
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